
定住外国人等就労支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、定住外国人等就労支援事業補助金（以下「補助金」という。）

の交付に関し、豊橋市補助金等交付規則（平成７年豊橋市規則第８号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（補助金の目的） 

第２条 この補助金は、市内に事業所を有する事業者（以下「事業者」という。）に

対し、予算で定める額の範囲内で、定住外国人研修生（日本の国籍を有しない者で

あって、出入国管理及び難民認定法（昭和26年政令第319号）別表第２の定住者の

項に規定する定住者のうち、２か月程度の有期雇用契約に基づき雇用をされる者を

いう。ただし、原則として自由な就労が認められない在留資格を有する者等を除く。

以下同じ。）の雇用に係る補助金を交付することにより、定住外国人の雇用機会の

増大及び定着並びに就労経験の蓄積を図ることを目的とする。 

（補助対象者） 

第３条 この補助金の交付の対象となる者は、定住外国人研修生（複数も可）を受け

入れる事業者で、次の各号のいずれにも該当するものとする。ただし、市長が適当

でないと認めるものを除く。 

(１) 受け入れた定住外国人研修生について、正社員として雇用すること又は無期

限に雇用契約を締結することができる等、継続的な雇用形態に移行することを検

討する労働環境を備えていること。 

(２) 本市に納付すべき市税を滞納していないこと。 

(３) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和23年法律第122号）

第２条第１項に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業

に該当する事業を行う者でないこと。 

(４) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第

２条第６号に規定する暴力団員が役員となっていないこと。 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、定住外国人研修生の受入期間に応じて、その正規の勤務時間

（時間外勤務を除く。）１時間当たり845円を基礎額として、最大270,400円（勤務

日１日当たり８時間で、かつ40日間の労働日の場合）までとする。 

（交付の申請） 



第５条 規則第４条第１項の規定による補助金の交付の申請は、定住外国人等就労支

援事業補助金交付申請書（様式第１）に次に掲げる書類を添えて、市長が定める期

日までに申請しなければならない。 

(１) 定住外国人研修生との間の就労条件等が確認できる書類の写し 

(２) 補助申請要件確認申立書（様式第２） 

(３) 納税（滞納）状況調査承諾書（様式第３） 

(４) 定住外国人等就労支援事業勤務予定表（様式第４） 

(５) その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項に規定する添付書類は、実施内容により一部を省略することができる。 

（交付の決定通知） 

第６条 規則第５条第２項の規定による通知は、定住外国人等就労支援事業補助金交

付決定通知書（様式第５）によるものとする。 

（申請の取下げ） 

第７条 前条の交付決定通知書を受けた事業者（以下「補助事業者」という。）が、

定住外国人研修生との間での有期雇用契約が締結できなかった場合等で、補助事業

の実施が困難となった場合は、当該通知があった日から起算して30日以内に申請の

取下げをすることができる。 

（事業内容の変更等） 

第８条 当該決定に係る補助事業について、受入期間、補助申請額等に大幅な変更が

ある場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（実績報告書の提出） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して20日を経過した日又は当

該年度の３月31日のいずれか早い日までに、定住外国人等就労支援事業補助金実績

報告書（様式第６）に次の書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(１) 定住外国人研修生の給与明細等の写し 

(２) 定住外国人等就労支援事業勤務実績一覧（様式第７） 

(３) タイムカード等、勤務時間が確認できるものの写し 

(４) 定住外国人等就労支援事業評価表（様式第８） 

(５) その他市長が必要と認めるもの 

（検査等） 

第10条 市長は、補助事業者に対し、補助事業に関して必要な指示をし、報告を求め、

又は検査を行うことができる。 



２ 補助事業者は、補助事業の経理に係る証拠書類を当該補助事業の完了の日の属す

る市の会計年度の翌年度から５年間保存しなければならない。 

（額の確定） 

第11条 市長は、実績報告書に基づき、補助事業の内容を審査し、補助金交付決定の

内容及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額の確

定を行うとともに定住外国人等就労支援事業補助金額確定通知書（様式第９）によ

り補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第12条 補助事業者は、前条の補助金額確定通知書の通知を受けたときは、速やかに

定住外国人等就労支援事業補助金請求書（様式第10）を提出し、市長は、これに基

づき補助金を交付するものとする。 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付について必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成28年12月27日から施行する。 


